
2 2 年 国 調人

口
1 7 年 国 調
増 減 率

住民基本台帳人口

2 6 . 1 .  1

2 5 . 3 . 3 1

増 減 率

18,328 人
人
％

19,205
-4.6 18,095 人 人

18,272

-1.0 ％

２２年国調区 分

592
6.4

第１次

第２次
2,565
27.7

産 業 構 造

１７年国調

6.9
685

2,775
28.1

第３次
6,114
65.9

6,374
64.6

配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

2,235,595

3,719 0.0

面 　 積
人 口 密 度

k㎡
人

23.19
790

3,719 0.1
6,093 0.1

都 道 府 県 名

08

茨 城 県

団 体 名

3097

大洗町

市 町 村 類 型 Ⅳ－２

地方交付税種地 1 - 2

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経常一般財源等 構 成 比

地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自 動 車 取 得 税 交 付 金
軽 油 引 取 税 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税

普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金
分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

2,851,684 29.7 2,686,790 68.6
48,148 0.5 48,148 1.2

6,093 0.2
10,098 0.1

181,903 1.9 181,903 4.6
33,633 0.4 33,633 0.9

- - - -
11,480 0.1 11,480 0.3

- - - -
5,328 0.1 5,328 0.1

1,055,349 11.0 832,118 21.3
832,118 8.7 832,118 21.3
192,560 2.0 - -

4,207,435 43.9 3,819,310 97.5
2,716 0.0 2,716 0.1

126,556 1.3 - -
325,148 3.4 2,796 0.1
28,100 0.3 - -

1,627,100 17.0 - -
- - - -

610,274 6.4 - -
113,953 1.2 87,985 2.2
10,114 0.1 - -

743,594 7.8 - -
734,638 7.7 - -
119,510 1.2 2,663 0.1
939,300 9.8 - -

9,588,438 100.0 3,915,470 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法 定 外 普 通 税

旧 法 に よ る 税

2,658,873

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水 利 地 益 税 等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

2,658,873 93.2 25,648

93.2 25,648
866,551 30.4 25,648
24,774 0.9 -
684,010 24.0 -

-

63,306 2.2

-

10,250
94,461

-

3.3 15,398

-

1,618,101 56.7

-

1,603,230 56.2

-

33,994 1.2
140,227 4.9

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

192,811 6.8

192,811 6.8
27,917 1.0 -

- - -
164,894 5.8 -

25,648

指 定 団 体 等

人

17,425

低 開 発

旧 産 炭

山 振

10,098

過 疎
給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

×

現 在 高

財政健全化等

指数表選定

財 源 超 過

う ち 日 本 人

17,572

×

×

×

0.3

×

-0.8

○

×

×

％

-

人

○

×

区　　　　分 平成 2 5年度 (千円 ) 平成 2 4年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

9,588,438 11,216,943
8,609,394 10,482,305
979,044 734,638
748,679 294,152
230,365 440,486
-210,121 21,241

51 411
204 -
- 3,543

-209,866 18,109

平成２５年度

一

般

職

員

等

区　　　分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員

うち技能労務員

教 育 公 務 員

う ち 消 防 職 員

臨 時 職 員

合 計

181 554,584 3,064

2 5,672 2,836

2 5,800 2,900

41 128,617 3,137

- - -

183 560,384 3,062

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

○

○

○

×

○

×

×

し 尿 処 理 ○

ご み 処 理 ○

火 葬 場 ×

×常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 21.01.01 7,635

副市区町村長 1 21.01.01 6,067

区 分

３．産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、平成22年国調は分類不能の産業を除き、平成17年国調は分類不能の産業を含んでいる。
４．住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度の住民基本台帳人口については、平成26年1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口を記載している。

教 育 長 1 21.01.01 5,357

議 会 議 長 1 15.01.01 3,430

議 会 副 議 長 1 15.01.01 3,000

議 会 議 員 11 15.01.01 2,750

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 1,680,589 19.5 1,624,632 1,547,367 35.4
う ち 職 員 給 1,018,519 11.8 974,118 - -

扶 助 費 1,057,945 12.3 298,525 298,069 6.8
公 債 費 642,698 7.5 591,210 591,006 13.5

元 利
償 還 金

6.4 514,898 514,694 11.8
92,865

一 時 借 入 金 利 子 - - - - -
( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

3,381,232 39.3 2,514,367 2,436,442 55.7
1,353,294 15.7 899,614 649,975 14.9

維 持 補 修 費 35,946 0.4 16,527 16,527 0.4
補 助 費 等 647,532 7.5 578,350 306,285 7.0

うち一部事務組合負担金 239,938 2.8 239,938 221,533 5.1
繰 出 金 1,116,998 13.0 1,025,012 713,893 16.3
積 立 金 408,032 4.7 6,939 - -
投資・出資金・貸付金 10,120 0.1 800 - -
前 年 度 繰 上 充 用 金 - - -

1,656,240 19.2投 資 的 経 費 297,068
41,513 0.5う ち 人 件 費 41,513

1,594,868 18.5普 通 建 設 事 業 費 296,081
10.1

震災復興特別交付税

682,043 7.9 183,830
災 害 復 旧 事 業 費

868,811 99,673

61,372 0.7 987
-失 業 対 策 事 業 費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

8,609,394 100.0 5,338,677

内
訳

経常経費充当一般財源等計

94.3

千 円

経  常  収  支  比  率

5,858,137

％ ％

10.1

(減収補塡債(特例分)
 及び臨時財政対策債除く)

平成24年度(千円)

10.0

3,070,411

うち減収補塡債(特例分)

議 会 費

区  分 決 算 額(Ａ)

101,773

構成比

1.2

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

101,773
総 務 費 1,531,044 17.8 116,917 929,815
民 生 費 2,547,763 29.6 169,236 1,382,027

527,176衛 生 費 6.1 15,158 469,822
労 働 費 44,946 0.5 - 32
農 林 水 産 業 費 279,338 3.2 149,446 136,492
商 工 費 288,191 3.3 6,838 172,806
土 木 費 1,143,706 13.3 650,161 523,308
消 防 費 722,348 8.4 377,069 436,734
教 育 費 708,466 8.2 99,470 583,098
災 害 復 旧 費 61,372 0.7 - 987
公 債 費 642,698 7.5 - 591,210
諸 支 出 費 10,573 0.1 10,573 10,573
前年度繰上充用金 - - - -

2,900,961

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 8,609,394 100.0 1,594,868 5,338,677

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合 計

下 水 道

市 場

上 水 道

工 業 用 水 道

国民健康保険

そ の 他

1,131,544

253,166

11,056

3,594

-

359,854

503,874

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 -12,866

再 差 引 収 支 -254,798

加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 3,371

被 保 険 者 数 ( 人 ) 6,403

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 80

国 庫 支 出 金 100

保 険 給 付 費 235

区　　　分 平成25年度(千円)

4,168,418

基 準 財 政 収 入 額 2,255,725
基 準 財 政 需 要 額 3,086,235
標 準 税 収 入 額 等 2,925,151
標 準 財 政 規 模 4,213,432
財 政 力 指 数 0.74
実 質 収 支 比 率 5.5
公債費負担比率

-実質赤字比率 -

将来負担比率

-

積 立 金 財  調 394,395
減  債 23,916
特 定 目 的 2,075,231

地 方 債 現 在 高 7,016,554

30,671 0.3
(

支
出
予
定
額)

物 件 等 購 入 32,234
保 証 ・ 補 償 -
そ  の  他 4,008
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 192,099
徴
収
率

現
年

計
97.6 90.4
96.1 90.1
98.1 89.8

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

う ち 補 助
う ち 単 独

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[

・]{

0.76

債
務
負
担
行
為
額

35

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

- - - -
456,100 4.8 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

法 定 目 的 税

-

-

-法 定 外 目 的 税

2,851,684

- -

100.0

10.6

-

6.5

38.3 41.0

394,344
23,912

2,410,848

6,627,087

-

の 指 定 状 況

7.1実質公債費比率(％)

64,128
-
-
-

-
192,097

97.4 90.0
96.5 90.3
97.6 89.2

連結実質赤字比率(％)

×

×

健
全
化
判
断
比
率

-

元 金

4,123,122

105.3

旧 新 産

旧 工 特

利 子{ 549,833
1.1 76,312 76,312 1.7


